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(建築) 

問 1 建物の構造と材料に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

１ 鉄筋コンクリート構造は、地震や風の力を受けても、躯体の変形は比較的小さく、耐

火性にも富んでいる。 

２ 鉄筋コンクリート構造は、躯体の断面が大きく、材料の質量が大きいので、建物の自

重が大きくなる。 

３ 鉄筋コンクリート構造では、鉄筋とコンクリートを一体化するには、断面が円形の棒鋼

である丸鋼の方が表面に突起をつけた棒鋼である異形棒鋼より、優れている。 

４ 鉄筋コンクリート構造は、コンクリートが固まって所定の強度が得られるまでに日数が

かかり、現場での施工も多いので、工事期間が長くなる。 

 

問 2 建築物の構造に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

１ 木構造は、主要構造を木質系材料で構成するものであり、在来軸組構法での主要

構造は、一般に軸組、小屋組、床組からなる。 

２ 在来軸組構法の軸組は、通常、水平材である土台、桁、胴差と、垂直材の柱及び

耐力壁からなる。 

３ 小屋組は、屋根の骨組であり、小屋梁、小屋束、母屋、垂木等の部材を組み合わせ

た和小屋と、陸梁、束、方杖等の部材で形成するトラス構造の洋小屋がある。 

４ 軸組に仕上げを施した壁には、真壁と大壁があり、真壁のみで構成する洋風構造と、

大壁のみで構成する和風構造があるが、これらを併用する場合はない。 

 

問 3 建物の構造に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

１ 組積式構造は、耐震性は劣るものの、熱、音などを遮断する性能が優れている。 

２ 組積式構造を耐震的な構造にするためには、大きな開口部を造ることを避け、壁厚

を大きくする必要がある。 

３ 補強コンクリートブロック造は、壁式構造の一種であり、コンクリートブロック造を鉄筋コ

ンクリートで耐震的に補強改良したものである。 

４ 補強コンクリートブロック造は、壁量を多く必要とはせず、住宅等の小規模の建物には

使用されていない。 
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問 4建築物の構造に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

１ 基礎は、硬質の支持地盤に設置するとともに、上部構造とも堅固に緊結する必要が

ある。 

２ 木造建物を耐震、耐風的な構造にするためには、できるだけ建物の形態を単純にす

ることが適切である。 

３ 鉄骨造は、不燃構造であり、靭性が大きいことから、鋼材の防錆処理を行う必要は

ない。 

４ 近年、コンクリートと鉄筋の強度が向上しており、鉄筋コンクリート造の超高層共同住

宅建物もみられる。 

 

(住宅金融支援機構) 

問 5 独立行政法人住宅金融支援機構（以下この問において「機構」という。）に関する

次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 機構は、子どもを育成する家庭又は高齢者の家庭（単身の世帯を含む。）に適した

良好な居住性能及び居住環境を有する賃貸住宅の建設に必要な資金の貸付けを業

務として行っている。 

２ 機構は、証券化支援事業（買取型）において、新築住宅に対する貸付債権のみを買

取りの対象としている。 

３ 機構は、証券化支援事業（買取型）において、ZEH（ネット・ゼロ・エネルギーハウス）

及び省エネルギー性、耐震性、バリアフリー性、耐久性・可変性に優れた住宅を取得す

る場合に、貸付金の利率を一定期間引き下げる制度を実施している。 

４ 機構は、マンション管理組合や区分所有者に対するマンション共用部分の改良に必

要な資金の貸付けを業務として行っている。 

 

問 6 独立行政法人住宅金融支援機構（以下この問において「機構」という。）に関する

次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 機構は、住宅の建設又は購入に必要な資金の貸付けに係る金融機関の貸付債権

の譲受けを業務として行っているが、当該住宅の建設又は購入に付随する土地又は借

地権の取得に必要な資金については、譲受けの対象としていない。 

２ 機構は、団体信用生命保険業務において、貸付けを受けた者が死亡した場合のみ

ならず、重度障害となった場合においても、支払われる生命保険の保険金を当該貸付

けに係る債務の弁済に充当することができる。 

３ 証券化支援事業（買取型）において、機構による譲受けの対象となる貸付債権の償

還方法には、元利均等の方法であるものに加え、元金均等の方法であるものもある。 

４ 機構は、証券化支援事業（買取型）において、ＭＢＳ（資産担保証券）を発行すること

により、債券市場（投資家）から資金を調達している。 
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問 7 独立行政法人住宅金融支援機構（以下この問において「機構」という。）に関する

次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 機構は、子どもを育成する家庭又は高齢者の家庭に適した良好な居住性能及び居

住環境を有する賃貸住宅の建設に必要な資金の貸付けを業務として行っていない。 

２ 機構は、災害により住宅が滅失した場合において、それに代わるべき建築物の建設

又は購入に必要な資金の貸付けを業務として行っている。 

３ 機構が証券化支援事業（買取型）により譲り受ける貸付債権は、自ら居住する住宅

又は自ら居住する住宅以外の親族の居住の用に供する住宅を建設し、又は購入する

者に対する貸付けに係るものでなければならな 

い。 

４ 機構は、マンション管理組合や区分所有者に対するマンション共用部分の改良に必

要な資金の貸付けを業務として行っている。 

 

問 8 独立行政法人住宅金融支援機構（以下この問において「機構」という。）に関する

次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 機構は、地震に対する安全性の向上を主たる目的とする住宅の改良に必要な資金

の貸付けを業務として行っている。 

２ 証券化支援事業（買取型）における民間金融機関の住宅ローン金利は、金融機関

によって異なる場合がある。 

３ 機構は、高齢者が自ら居住する住宅に対して行うバリアフリー工事に係る貸付けにつ

いて、貸付金の償還を高齢者の死亡時に一括して行うという制度を設けている。 

４ 証券化支援業務（買取型）において、機構による譲受けの対象となる住宅の購入に

必要な資金の貸付けに係る金融機関の貸付債権には、当該住宅の購入に付随する改

良に必要な資金は含まれない。 


